
Ⅰ 市民と行政との協働によるまちづくり 

 

Ⅱ- 7  国民健康保険 

市民が安心して医療を受けることができるよう、国民健康保険制度の安定した運営に努めます。また、

平成 30 年度から始まった国民健康保険の都道府県単位化を踏まえ、市民の医療に対する安心と

信頼を確保するとともに、医療費の適正化に努めます。 

 

【現状と課題】 

本市の国民健康保険事業は、被保険者数の減少に伴う税収の減少や医療の高度化、高齢化など

により財政運営は厳しい状況にあることから、都道府県単位化により財政運営の責任主体を北海道

に移し、財政の安定化や効率化を図る必要があります。今後は市町村が北海道に納付金を納めるこ

とになりますが、引き続き医療費の適正化など加入者の負担軽減につながる取組を推進することが

必要です。 

 

【中期計画期間の方向性】 

保健事業の推進により生活習慣病の早期発見、重症化予防に取り組み医療費の抑制を図るととも

に、保険税の適正な賦課に努め、国民健康保険事業の安定健全化に向けた取組を推進します。 

 

 

【主な成果指標】 

指標項目 基準値 目標値 説明 

後発医薬品の数量シェア 
66.4％ 

（H28） 

80％ 

（H32） 
年度ごとの数量シェア 

特定健診の受診率 
34.4％ 

（H28） 

60％ 

（H35） 
年度ごとの特定健診受診率 

糖尿病重症化予防にか

かる保健指導率 

68.6％ 

（H28） 

80％ 

（H35） 

糖尿病の重症化を防ぐために保健指導を

実施した割合 

 

 

【想定される主な実施計画事業】 

■ 後発医薬品の使用促進  ■データヘルス計画に基づく特定健診・特定保健指導 

■ 糖尿病重症化予防 

 

【関係する個別計画】 

■ 第２期名寄市保健事業実施計画（データヘルス計画）   
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Ⅳ 地域の特性を活かしたにぎわいと活力のあるまちづくり 
 

 

Ⅳ-1  農業・農村の振興 

豊かで活力ある農業・農村の持続的な発展に向けて、収益性の高い農業経営の確立や多様な担い

手の確保・育成、人と自然にやさしい農業の推進、豊かさと活力ある農村の構築に努めます。 

 

【現状と課題】 

国際化や産地間競争が強まる中、生産基盤の整備や農畜産物の安定生産などによる収益性の高

い農業の確立、ＩＣＴなどの活用によるコスト低減、法人化等による経営強化が必要です。また、農家

数の減少や高齢化、担い手不足が進む中、多様な担い手の育成・確保が必要です。さらに、農業・

農村の持続的な発展に向けて、環境との調和や農業・農村の多面的機能の発揮が求められるととも

に、食育の推進や有害鳥獣などへの対応が必要です。 

 

【中期計画期間の方向性】 

農業・農村振興条例及び第２次農業・農村振興計画に基づき関係機関・団体と連携し、本市の特

色である多様な農畜産物の生産を維持し、収益性の高い農業経営の確立、持続可能な農業経営

の促進、担い手の育成と確保を目指すとともに、豊かな農業・農村の構築を進めます。 

 

【主な成果指標】 

指標項目 基準値 目標値 説明 

新規就農者数 
12 人 

（H29） 

14 人 

（H34） 

年度ごとの新たに就農する農業後継者・新規参

入者 

1頭あたり平均生乳生産量 
8,394kg 

（H29） 

9,306kg 

（H34） 
JA に出荷される生乳生産量から算出 

法人経営体 
22 

（H29） 

26 

（H34） 
法人経営体の総数 

食育に関心がある市民の

割合を増やす 

84％ 

（H28） 

90％ 

（H34） 

無作為に抽出した市民 1,000 名のアンケート調

査において「食育に関心がある」と回答する人の

割合 

【想定される主な実施計画事業】 

■道営農地整備事業 ■市営牧場整備事業 ■新規就農者確保対策事業 ■労働力確保対策

事業 ■有害鳥獣駆除対策事業 ■農業・農村交流促進事業 ■農業振興地域整備計画 

 

【関係する個別計画】 

■第２次名寄市農業・農村振興計画■第 3次名寄市食育推進計画■名寄市農業振興地域整備計画 
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Ⅴ 生きる力と豊かな文化を育むまちづくり 
 

Ⅴ- 1  幼児教育の充実 

子どもたちが健やかに育まれるよう、認定こども園・幼稚園や関係機関と小学校との連携を密にし、

小学校への円滑な接続・移行に努めます。また、幼児教育を希望する子どもたちが平等に教育を受

けられるよう、運営支援に努めます。 

 

【現状と課題】 

本市の幼児教育は、すべての認定こども園・幼稚園が子ども・子育て支援新制度に基づく施設型給

付費による施設運営に移行し、幼児教育の提供体制の充実が図られてきていますが、質の高い幼

児教育を保障するためのさらなる体制の充実を図る必要があります。また、発達の遅れなどにより支

援の必要な園児に対し最善の支援を提供していくためには、園児の就学に向けた小学校との連携を

図るとともに、発達支援関係機関が連携し取組を推進していくことが必要です。 

 

【中期計画期間の方向性】 

認定こども園・幼稚園の子ども・子育て支援新制度に基づく施設運営に対する支援、体制の充実を

図ります。また、すべての園児が希望をもって就学できるよう、小学校や関係機関との連携を深め、

小学校教育への円滑な接続・移行に向けた取組を推進します。 

 

【主な成果指標】 

指標項目 基準値 目標値 説明 

支援が必要な乳幼児の幼

児教育受入施設数 

４カ所 

（Ｈ28） 

５カ所 

（Ｈ34） 

新制度に移行した認定こども園・幼稚園の

受入施設数 

特定教育の必要量の確

保 

285 人 

（Ｈ28） 

465 人 

（Ｈ34） 

新制度に移行した認定こども園・幼稚園に

おける特定教育の定員数 

幼児教育・保育における

小学校への接続人数 

138 人 

（Ｈ28） 

206 人 

（Ｈ34） 

新制度に移行した認定こども園・幼稚園・

保育園における小学校との連携・接続を

見通した教育・保育課程を受けた児童数 

 

 

【想定される主な実施計画事業】 

■子ども・子育て支援新制度による幼稚園の運営支援 ■幼児支援体制の充実 

 

 

【関係する個別計画】 

■名寄市子ども・子育て支援事業計画  
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